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合計特殊出生率（以下、出生率）の低下が止まらない。2022 年の日本の出生率は 1.26 となり、過

去最低だった 2005年に並ぶ過去最低の水準となった。 

政府は少子化の問題を改善するために、児童手当の拡充等「お金」の面で子育てを支える制度を次々

と打ち出している。2023年 1月からは「出産・子育て応援給付金」を施行し、妊娠期に「出産応援金」

として 5万円分、出生後にお子さま 1人あたり「子育て応援金」として 5万円分のクーポンを支給し

ている。また、2023 年 4 月からは出産育児一時金を既存の 42 万円から 50 万円に引き上げた。さら

に、政府は 6 月 13 日、こども・子育て政策の強化に向けた具体策を盛り込んだ「こども未来戦略方

針」（以下、方針）を閣議決定し、「若者・子育て世代の所得を伸ばさない限り、少子化を反転させる

ことはできない」ことを明確に打ち出した。 

政府は、「次元の異なる少子化対策」の基本理念として、①構造的賃上げ等と併せて経済的支援を充

実させ、若い世代の所得を増やすこと、②社会全体の構造や意識を変えること、③全てのこども・子

育て世帯をライフステージに応じて切れ目なく支援することを挙げており、今後抜本的に政策を強化

する立場を明らかにした。特に、全てのこども・子育て世帯を支援する対策の一環として、来年度か

ら児童手当を大幅に拡充することにした。改革の主なポイントは、①所得制限の撤廃、②支給期間の

延長、③第 3子以降の加算額の拡大だと言える。 

少子化が急速に進んでいる現状を考慮すると、所得の多い子育て世帯にペナルティになる「所得制

限」の撤廃は妥当な措置だと考えられる。また、「次元の異なる少子化対策」の基本理念のように、社

会全体の構造・意識を変え、社会全体で子育て世帯を支援する「子育ての社会化」を実現するための

努力も必要である。少子化対策の財源に対する最近の議論「こども未来戦略会議」では児童手当の拡

充等の子育て世帯を支援するための多様な政策を打ち出しているが、それを実現するためには安定的

な財源を確保することが重要だ。しかし、今回の方針では少子化対策の費用をどう賄うか等の財源の

詳細については明記していない。 

少子化対策の財源確保案としては「消費税の引き上げ」、「国債の発行」、「社会保険料に上乗せした

支援金制度の創設」、「歳出改革」、「事業者が全額負担する子ども・子育て拠出金の増額」等が議論さ
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れた。 

「消費税の引き上げ」については、世論の反発を受けやすいとの意見があり、早々に選択肢から外

された。しかしながら、消費税を引き上げて少子化対策の財源にすべきだと主張する専門家等が少な

からず存在していることを考慮すると今後も消費税引き上げやその活用に関する議論は続くと考えら

れる。 

次は「国債の発行」であるが、日本の債務残高は GDPの 2倍を超えており、主要先進国の中で最も

高い水準であることを考慮すると、少子化対策のために国債を追加的に発行することはなかなか厳し

い状況である。 

このような状況の中で、「社会保険料に上乗せした支援金制度の創設」が有力な財源確保案として浮

上した。政府は 2024年度から「こども・子育て支援加速化プラン」を段階的にスタートする予定であ

り、児童手当の拡充、育児給付金の引き上げなどを実現するための予算として毎年約 3兆円の追加予

算が必要だと見込んでいる。「支援金制度」はこの必要な財源の一部を社会保険料に上乗せして、社会

全体で子育て費用を負担していこうという考えだ。政府の試算では社会保険料への上乗せ額は国民 1

人あたり月 500円程度になると推計された。 

しかしながら「社会保険料への上乗せ」に対して国民は冷たい反応を見せている。日本経済新聞社

が 5 月 26～28 日に実施した世論調査によると、政府が調整している医療保険料などに上乗せする案

について「反対」が 69%で「賛成」の 23%を大きく上回った。また、専門家や経済界、さらに自民党内

でも「社会保険料への上乗せ」について反対する声が出た。 

予想以上に反対する人が多いこともあり、先の方針では、「2028 年度までに徹底した歳出改革等を

行い、それらによって得られる公費の節減等の効果及び社会保険負担軽減の効果を活用しながら、実

質的に追加負担を生じさせないことを目指す。」と、「社会保険料への上乗せ」については直接的な言

及をしていない。しかし、小倉将信内閣府特命担当大臣は 7月 4日の記者会見で、少子化対策の財源

を巡り企業を含めて幅広く負担を求める新たな支援金制度を検討する準備室を設置したと発表した。

年末までに結論を出し、来年には法案を提出する方針であり、今後は「社会保険料に上乗せした支援

金制度の創設」を中心に少子化対策の財源が議論されていく可能性が高い。 


